
    

昆明モントリオール生物多様性枠組が採択（2022 年）され、2030 年までに生物多様性の損失を食い止

め、回復軌道に乗せるネイチャーポジティブ（自然再興）の目標が掲げられました。ネイチャーポジティ

ブ実現に向け、2030 年までに陸と海の 30％以上を保全する目標を 30by30 と呼びます。2025 年 4 月から

は地域生物多様性増進法が施行され、企業や市町村により生物多様性を維持・回復・創出する活動を行う

自然共生サイト（増進活動実施計画、連携増進活動実施計画）の認定申請が行われています。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
  
■サポート例 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

増進活動実施計画・⾃然共⽣サイト認定サポート 

2020 年を基準に 2030 年までに 

生物多様性の損失を反転させる 

2030 年ネイチャーポジティブを目指して 

 

資料・現地調査 
既存資料・現地調査に

より、動植物の目録を

作成し、環境特性・課題

を整理します。 

 

国の交付金の申請補助 
増進・連携増進活動実施計画（自然

共生サイト区域）作成について、交

付金「生物多様性保全推進支援事

業」の申請を補助します。 

計画策定・審査会支援 
増進活動実施計画（企業・NPO・市町村等）、

連携増進活動実施計画（市町村）を策定

（活動・モニタリング計画含む）し、審査

会を補助します。 

【本サービスの提供エリア】 

静岡県、長野県、岐阜県、山梨県 

愛知県、神奈川県、富山県 

 

維持タイプ：既に良好な自然環境（例：豊かな里山、自然公園、企業緑
地）があり、それを保全・維持する活動 
回復タイプ：過去に生物多様性が豊かだったが、失われた場所（例：管
理放棄された森林、荒廃農地）を元の状態に戻す活動 
創出タイプ：現在、生物多様性を欠いている場所（例：アスファルト敷
きの開発跡地、埋立地）に、新たな自然環境を造り出す活動 

■交付金活用例 
対象事業 事業内容 交付率等 

生物多様性

増進活動基

盤整備 

増進活動実施計画

及び連携増進活動

実施計画策定等 

事業費 1/2

以内（原則 2

年以内等） 
 
■自然共生サイトとは？ 

2025 年度からは、地域生物多様性増進
法に基づき、企業や市町村等により生物
多様性を維持・回復・創出する活動を行う
増進活動実施計画や連携増進活動実施計
画が認定され、その実施区域が自然共生
サイトとなります。 
 
■OECM とは？ 

自然共生サイト認定区域のうち、国立
公園などの保護地域との重複を除き、「維
持タイプ」として認定された区域につい
ては、OECM として国際データベースに登
録されます。 


